建築着工統計における建築物用途分類の改訂について
　日本標準産業分類の改訂（平成１４年１０月１日適用）に伴い、同分類における中分類の産業分類を組み合わせていた日本標準建築物用途分類の見直しが行われました。
　今回の見直しにより、建築着工統計に用いる建築物用途分類も分類項目が改訂され併せて分類名称も「日本標準建築物用途分類」から「建築物用途分類」に改訂され、平成１５年４月１日から施行されることとなりました。
１．改訂にあたっての留意点
　今回の改訂のあたっては、
・日本標準産業分類の大分類と整合のとれた分類とする（大分類は、原則日本標準産業分類の大分
類と合わせて設定）。
・統計の継続性を確保できるように中分類を設定する。
・建築物の使われ方を示す使途分類は、統計結果の継続性が確保できるよう、従前の日本標準建築
物用途分類の考え方を継承する。
こととしました。
２．従前の「日本標準建築物用途分類」との比較
・建築物の用途の分類については、引き続き「居住専用（住宅及びその付属建築物）」、「居住産業
併用」及び「産業用」に大別します。
・使途別の分類は、現行の結果表彰のとおり「事務所」、「店舗」、「工場及び作業場」、「倉庫」、「学
校の校舎」、「病院・診療所」及び「その他」の７分類とします。
・用途分類の数が大分類は９分類から１８分類に、中分類は４６分類から５７分類になります。
　
○　旧分類と新分類との接続関係は以下の表のようになります。                               
	
	 旧分類（大分類名称）
	 新分類（大分類名称Ａ～Ｒ、中分類名称）
	

	
	 １．居住専用建築物
	 Ａ．居住専用住宅
 Ｂ．居住専用準住宅
	

	
	 ２．居住産業併用建築物
	 Ｃ．居住産業併用建築物
	

	
	 ３．農林水産業用建築物
	 Ｄ．農林水産業用建築物
	

	
	 ４．鉱工業用建築物
	 Ｅ．鉱業、建設業用建築物
 Ｆ．製造業用建築物
 Ｈ．情報通信業用建築物のうち
 　　　新聞業・出版業用建築物
	

	
	 ５．公益事業用建築物
	 Ｇ．電気・ガス・熱供給・水道業用建築物
 Ｈ．情報通信業用建築物のうち
     　通信業用建築物（信書送達業用建築物を除く）
 Ｉ．運輸業用建築物
 Ｐ．その他のサービス業用建築物のうち
 　　　郵便局用建築物
 　　　旅行業用建築物
	

	
	 ６．商業用建築物
	 Ｊ．卸売・小売業用建築物
 Ｋ．金融・保険業用建築物
 Ｌ．不動産業用建築物のうち
 　　　不動産業用建築物
 Ｍ．飲食店、宿泊業用建築物のうち
 　　　飲食店用建築物
	

	
	
	
	

	
	 ７．サービス業用建築物
	 Ｈ．情報通信業用建築物のうち
 　　　放送業、情報サービス業、インターネット附随サービ
 　　ス業用建築物
       映像・音声・文字情報制作業用建築物
 Ｌ．不動産業用建築物のうち
 　　　駐車場業用建築物
 Ｍ．飲食店、宿泊業用建築物のうち
 　　　宿泊業用建築物
 Ｎ．医療、福祉用建築物のうち
 　　　医療業・保健衛生業用建築物
 Ｏ．教育、学習支援業用建築物のうち
 　　　学習塾、教養・技能教授業用建築物
 Ｐ．その他のサービス業用建築物のうち
 　　　娯楽業用建築物
 　　　その他のサービス業用建築物
	

	
	 ８．公務・文教用建築物
	 Ｎ．医療、福祉用建築物のうち
 　　　社会保険・社会福祉・介護事業用建築物
 Ｏ．教育、学習支援業用建築物のうち
 　　　学校教育用建築物
       社会教育用建築物
       その他の教育、学習支援業用建築物
 Ｐ．その他のサービス業用建築物のうち
 　　　学術・開発研究機関、政治・経済・文化団体用建築物
       宗教用建築物
 Ｑ．公務用建築物
	

	
	 ９．他に分類されない建築物
	 Ｒ．他に分類されない建築物
	


